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第130回産業統計部会 議事録 

 

１ 日 時 令和７年６月２日（月）13:00～15:02 

 

２ 場 所 総務省第二庁舎６階特別会議室及び遠隔開催（Ｗｅｂ会議） 

 

３ 出席者 

【委  員】 

櫨 浩一（部会長）、會田 雅人 

【臨時委員】 

宇南山 卓、小西 葉子、清水 千弘 

【審議協力者（各府省等）】 

東京都、愛知県 

【調査実施者】 

経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室：田村室長 ほか 

【事務局（総務省）】 

  山田大臣官房審議官 

統計委員会担当室：谷本室長、田村次長、松井政策企画調査官 

政策統括官（統計制度担当）付統計審査官室：植松統計審査官、川原調査官 ほか 

 

４ 議 題 経済産業省生産動態統計調査の変更について 

 

５ 議事録 

○櫨部会長 それでは、定刻となりましたので、ただ今から第130回産業統計部会を開催

いたします。委員の皆様におかれましては、お忙しい中、御出席いただきまして、誠にあ

りがとうございます。 

 本日は、會田委員と私は会場におります。他の皆さんはウェブで参加いただいておりま

す。 

 なお、二村委員は、所用のため、本日御欠席との連絡を頂いております。 

 本日の審議案件は、５月16日の第217回統計委員会において総務大臣から諮問されまし

た「経済産業省生産動態統計調査の変更について」です。 

 最初に、審議に先立ちまして、私から３点、申し上げさせていただきます。 

 第１点目は、審議の進め方についてでございます。審議は、資料２の審査メモに沿って、

事務局から審査状況と議論すべき論点を説明していただいた後、資料３に基づきまして、

論点ごとに調査実施者から回答していただいて、その上で、委員の皆様に御審議いただく

というような形で進めさせていただきたいと考えております。 

 ２点目は、参考２という資料がありますけれども、これで示しております審議のスケジ
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ュールについてでございます。今回の諮問につきましては、本日を含めまして、今月中に

２回の部会の審議を予定しております。２回の部会で審議が終わらない場合は、大変恐縮

でございますけれども、予備日であります７月30日にも部会を開催させていただく可能

性があるということをお含みおきいただきたいと思います。 

 なお、答申案につきましては、審議の進捗状況に応じて、７月あるいは８月の開催予定

の統計委員会に御報告をしたいと考えております。 

 最後に、３点目です。本日の審議は15時までを予定しておりますけれども、進行によ

って若干の前後があることを御容赦いただければと考えております。円滑な進行に努めま

すけれども、皆様にも効率的な議事進行への御協力をお願いしたいと思います。 

 以上３点、お願い申し上げます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、審議に入ります。 

 まず、諮問の概要についてでございますけれども、これについては既に統計委員会の場

で事前に説明を頂いておりますので、この場での説明は割愛させていただきたいと思いま

す。 

 なお、５月16日に統計委員会へ諮問された際に、出席されていた委員の方から御発言

がございましたので、事務局から内容を紹介していただきたいと思います。お願いします。 

○植松総務省政策統括官（統計制度担当）付統計審査官 ５月16日の統計委員会におき

まして、こちらの生産動態統計調査の関連で御質問が、確認といった感じでございました。

内容につきましては、調査方法に関して、磁気媒体の扱いの関連で、その中でオンライン

調査の状況について御質問、御確認がございました。部会の方でも、このような審議が予

定されておりますので、後ほどまたよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 委員会で示された委員からの御意見については、後ほど審議のところでもまた話が出て

くるということだと思いますけれども、今の時点で、何かこれについて特段の御意見があ

ればお願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 では、特に御意見はないようですので、個別の事項の審議に入りたいと思います。 

 まず、審議の順番ですけれども、今回の変更では、速報、確報、年報、それぞれの公表

様式を統一化するということを計画しておりまして、また、今月発表予定の令和６年分の

年報から様式を変更したいということでございます。このため、先に「（２）集計事項の

変更」に関する審議を行いたいと考えております。その後に統一基準の見直しについて審

議を行い、最後に「（３）その他の変更」の審議を行いたいと考えております。 

 それでは、審査メモの４ページ目のところにあります「集計事項の変更について」、事

務局から審査状況の説明をお願いしたいと思います。 

○川原総務省政策統括官（統計制度担当）付調査官 それでは、事務局の総務省川原の方

から、審査メモの内容について御説明いたします。 

 ４ページの一番下を御覧いただければと思います。（２）の集計事項の変更についての

審査状況について御説明させていただきます。 
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 現在、本調査の結果公表につきましては、令和３年以降、速報、確報、年報で現行用い

られている集計表様式を採用しており、それぞれ異なる集計表様式で公表している状況で

ございます。 

 様式の概要につきましては、審査メモの５ページを御覧いただければと思います。こち

らに、速報、確報、年報の様式について概要を記載しておりますけれども、まず、速報に

つきましては、業種別、こちらであれば鉄鋼業、あとは、品目別に、生産数量、出荷数

量・在庫数量、前月比増減率、前年同月比増減率という形で公表しております。 

 次の確報でございますけれども、こちらは調査品目別に生産数量等の当月分の実績に加

えまして、前年同月、この例ですと、2024年12月の前年同月ですので2023年12月までの

過去の数値も併せて公表しているという形となっております。 

 更に、年報でございますけれども、調査品目別に、生産数量の当年分の実績を年計と月

別に公表することに加えて、過去の年計・年度計、四半期計別の数値についても、併せて

同じ様式の中で公表しているという状況でございます。 

 中ほど（イ）に移りますけれども、一方で、調査計画におきましては、集計事項として、

別表第３〔集計事項〕という表形式になっております。資料１－２の５ページにも同じも

のをお付けしておりますけれども、こちらのとおり、調査計画では集計事項を定めており

ます。 

 内容を御説明いたしますと、速報につきましては、変更前ですと、生産数量・出荷数

量・在庫数量、前月比増減率、前年同月比増減率という形で記載しております。 

 また、年報、確報につきましては、（２）のところで表形式になっております。表頭の

方が集計事項になりますけれども、品目別に、生産、受入、消費、出荷、在庫の５項目を

基本に、業種ごとに調査事項が少しずつ異なるものですから、その調査事項に合わせた形

で集計事項、丸とか三角とか付いておりますけれども、こういう形で集計事項の内容につ

いて定めております。 

 調査計画に記載しております集計事項と現在公表している集計表様式を比較いたします

と、速報については大きな差異はございませんけれども、確報については、先ほど申し上

げた前年同月までの過去の数値の部分については調査計画の集計事項には含まれておらず、

年報については、年計・年度計など、過去の数値については調査計画上の集計事項には含

まれておりませんので、調査実施部局が、別途、特別集計の形で集計を行って、参考値と

して同じ集計表の中で公表しているという状況となってございます。 

 なお、統計法上で集計事項といいますのは、基幹統計調査により集められた情報から作

成することが予定されている統計の内容をいうとされておりまして、ここで明らかにされ

た集計事項が基幹統計としての公表義務の対象となるということになります。 

 また、個別のニーズ等により集計事項等の統計を作成する場合も、統計法の規定に基づ

きまして調査票情報の二次利用として調査実施者の判断により集計を行うことができると

いうこととなっております。 

 このため現行の集計表様式は、調査計画上の集計事項と調査実施者の判断により調査票

情報の二次利用として集計した参考値が混在する形となっております。 
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 （ウ）に移りまして、今回、経済産業省は、速報、確報、年報の公表様式を統一し、速

報、確報、年報共通の様式で公表することを計画しております。 

 具体的な集計表の様式については、５ページの下の方に図がありますが、こちらのよう

な形で公表することを計画しております。 

 この集計表様式の統一化により、速報、確報、年報によってどのような変更が行われる

のかというところを、（エ）のところでまとめております。 

 速報につきましては、まず業種別の表章を取りやめる。また、品目の表章単位を鉱工業

指数の品目単位別から本調査の調査品目単位に変更する。前月比増減率、前年同月比増減

率の表章を取りやめる。直近２か月分の結果数値の公表から統一後の様式に合わせて、１

月から12月まで、順次、直近の調査月の結果が公表されるという形になります。 

 審査メモ、６ページに移っていただきまして、確報の変更内容といたしましては、現行

では調査月の結果に加えて、直近13か月分、前年同月分までの結果を表章しておりまし

たけれども、新しい様式では、表頭の１月から12月までの項目は固定して、調査月の数

値が公表されるたびに該当する月の欄にデータを通知するという形で公表することを計画

しております。 

 最後に、年報でございますが、過去の年計・年度計、四半期計の合算値の表章は取りや

めるということになります。 

 以上のとおり、公表様式を統一化することにより、速報、確報、年報の公表様式はそれ

ぞれ変更されることになるということで、今回、調査計画の変更を予定しているところで

ございますけれども、先ほども申し上げましたとおり、これまでの公表様式には、調査計

画上、集計事項に位置付けられている項目と、経済産業省が追加で特別に集計していた項

目が並存する形となっておりました。 

 当室においても内容を確認いたしましたところ、今回の変更により、調査計画の変更が

必要となるのは速報に関する集計事項、具体的には、表２にございますけれども、このよ

うな形での変更が予定されています。前月比増減率、前年同月比増月率と、あと業種別が

集計事項から落ちるということ、また、「出荷」と書いてあったものを「販売」に変更す

ることも併せて計画しております。 

 確報、年報につきましては、調査計画で定めている集計事項、先ほど表形式のものを御

覧いただいておりますけれども、こちらの方には影響がございませんので、その意味では、

調査計画の変更の承認手続を経ずに集計表の様式を見直すこと自体については可能という

ことではございます。 

 このため、先ほど部会長からも御説明がございましたとおり、この審査メモですと、

（カ）のところに書いておりますけれども、経済産業省としては、本年６月公表予定の年

報から新たな統一後の様式で公表したいとしております。 

 これにつきましては、今回の調査計画の見直しが集計事項の様式の統一化を理由として

いることから、本部会においては、まずは集計事項の様式の統一化の妥当性を御審議いた

だき、その結果を踏まえて、経済産業省に御対応いただきたいということで考えていると

ころでございます。 
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 以上が変更内容についてでございまして、当室の審査内容につきましては、６ページの

（キ）のところに記載しております。 

 第Ⅳ期の公的統計基本計画においては、「統計データ等の提供は、統計ユーザー等にと

ってよりアクセスしやすく、利便性の高いものとなるよう、ユーザー視点に立って改善・

充実を進める」とされております。これを踏まえますと、統計ユーザーからのニーズが高

いと想定されている数値の公表を取りやめることに関しては、慎重な検討が必要だと考え

ております。 

 一方で、本調査は、調査票の回収から速報の公表までを非常に短期間で行う必要がござ

いますので、正確かつ確実に一連の集計事務を実施する必要があるところでございます。

このため、統計調査の結果から得られる基礎的な数値を集計事項として位置付け、確実に

公表した上で、利用者の分析に資する情報について利用者のニーズを十分に確認しながら

別途提供するという方法もまた考え得るのではないかと考えております。 

 このため、事務局といたしましては、審査メモの６ページから７ページにかけて、論点

ａからｇのとおり設定しておりますが、現在の公表の状況につきまして、改めて経済産業

省の方から御説明いただくとともに、今回の変更を行う必要性、集計表様式上で結果公表

が取りやめになる項目について、何らかの代替措置を考えておられるかどうか。また、公

表様式の変更に関する利用者への周知等の取組内容について確認する必要があると考えて

おります。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 それでは、今のところについて、論点が幾つかございますけれども、これについて調査

実施者の側から御回答をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、経済産業省

鉱工業動態統計室の田村の方から、資料２、資料３、主に資料３に基づきまして、資料に

掲げられております論点ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅ、ｆ、ｇの各論点に関しまして、回答を御報

告させていただきたいと思います。 

 まず、論点ａですけれども、「確報及び年報においては、調査計画上、集計事項として

位置付けられている項目のほかに、参考値に当たる数値を一体として公表しているとのこ

とだが、具体的にどの部分が調査計画上の集計事項であるのか明示されたい」という論点

でございます。 

 こちらは、資料３の６ページ目に、ちょうど先ほど資料２の方で現行の公表様式を御説

明させていただいたものと同様の形で、現行の公表様式について、速報、確報、年報とい

う形でイメージ図を添付させていただいております。こちらの赤枠で囲まれた部分に関し

まして、実際には集計事項として指定されている必須の公表事項でありまして、この赤枠

以外のものは経済産業省の方で独自に特別集計した結果を公表させていただいている項目

と考えております。 

 続きまして、論点ｂにつきまして、論点内容は割愛させていただきまして、回答を御説

明させていただきたいと思います。 
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 現行のこちらの速報、確報、年報の公表様式でございますが、まず年報と確報につきま

して先に申し上げますと、こちらは、令和２年（2020年）12月、利用者の利便性を図る

ため、各省から政府統計の総合窓口（e-Stat）に登録する統計表における機械判読可能

なデータ表記方法の統一ルールが策定されまして、令和３年１月以降、このe-Statには

統一ルールに基づいた統計表が順次掲載されるようになりました。 

 生産動態統計調査につきましても、こちらの対応を進めるという形で、本調査に関しま

しては、以前から作成していました冊子のイメージで紙の媒体による公表を前提にした公

表様式が踏襲されていましたが、やはり機械判読が困難であるということから、解決する

目的で、本調査の公表物については、機械判読可能な公表様式への移行を全面的に進める

ことといたしまして、令和４年（2022年）１月分から、確報につきましては、現在の13

時点（13か月）の表、こちらの公表様式に見直しを行いました。 

 次いで、令和４年６月に公表させていただきました令和３年の年報につきましても、現

在の年報の公表様式、これは確報の公表様式について、月次については、13時点から12

時点としたうえで、暦年計（５年）、年度計（２年度）、四半期計（直近４四半期）の期別

計を加えた形での公表形式に変更いたしまして、機械判読式の公表様式への対応を進めて

まいりました。 

 ただ、速報につきましては、機械判読型の様式への移行が未対応となっております。今

回、見直しを進めることによりまして、確報、年報と同様に、機械判読型の様式に移行す

ることで、生産動態統計調査に関する全ての公表物が機械判読型の公表様式という形に見

直しをさせていただきたいと考えております。 

 こちらの現行の公表様式ですが、確報に関しましては、公表様式の情報内で前月比、前

年同月比の算出が行えますよう、従前、単月表という形で公表させていただいたものを、

13時点（13か月）表という形に移行しております。 

 年報につきましては、従前、刊行物という形で掲載しておりました公表様式の情報で、

ユーザーから特に御意見等もなくて、十分な情報提供ができているという判断をさせてい

ただきまして、そのまま刊行物による公表様式を踏襲させていただいています。 

 なお、統一ルールに基づく令和４年からの公表様式の見直しにつきまして、速報未対応

という形で御説明させていただきましたが、こちらは、当時、ＩＩＰ（鉱工業指数）の速

報公表の際に、報道、マスコミ等に紙媒体で公表物、公表様式を配布していたというよう

なこともあり、紙媒体前提の公表様式を継続することとし、機械判読型への様式を見送っ

たという経緯となっております。この公表様式変更の見送りによりまして、速報の公表様

式に関しましては、平成24年１月分からの公表様式をそのまま継続するというような形

を取っております。 

 論点ｃについてですが、現行の公表様式の見直しに関しまして、まず、今回の諮問内容

となります速報の集計事項の変更につきまして御説明をさせていただきたいと思います。 

 確報と年報と同じ機械判読型の公表様式に変更することで、政府全体で定められている

統計表の統一ルールに基づいた統計表、公表様式という形になりまして、e-Statへの統

計表の掲載を拡大することで、利用者の利便性の向上が図られると考えております。 
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 更に、こちらは従前、鉱工業指数の採用品目ベースでありました数値を、今回、生産動

態統計調査の調査品目ベースに変更することによりまして、より詳細な情報を提供させて

いただくことになり、なおかつ、これまで前月、当月の２時点だったものが最大で12か

月、この後、御説明させていただきます可変型になりますが、12時点表というような形

で、時系列データが入手可能となることで、利用者側のデータ入手性も拡充されるという

ことになります。 

 このような速報の変更事項を踏まえた上で、速報、確報、年報の公表様式を統一するこ

とにつきまして、利用者側の視点で見た場合ですと、速報、確報、年報と同じデータ様式

ということで、同じ形で機械的なデータ処理の取扱いができるようになることによりまし

て、利用時における作業負担が軽減できますので、利便性の向上が図られるというような

メリットが発生すると考えております。 

 一方、統計の作成者側で見た場合、本調査は年単位で調査票の管理が行われております。

こちらは毎年、調査票改正という形で調査票の情報が変更になる可能性がございます。こ

のような中で、前年同月比を算出する場合や複数の年をまたぐ時系列データの作成には、

調査票改正を含めました接続作業、時系列断層による水準の調整といったような作業が必

要になってきます。 

 このため、統計表を作成するための作業負担も大きくなってしまい、ミスの発生リスク

も高くなってしまう。これを単年の統計表という形で、同一の調査票の情報に基づいた表

に見直し、特に速報、確報に関しましては、こちらは別紙１のように１月から12月とい

う形で、それぞれ表頭期間を年ごとという形に固定しまして、最新データが発表されます

と、随時、１月、２月、３月というように、12月までのデータが蓄積されていくという

ような様式に見直すことによりまして、作表側の方の作業効率も図られ、ミスの発生防止

にもつながると考えております。 

 論点ｄについては、前月比増減率、前年同月比増減率に関して集計事項から削除させて

いただきたいというふうに考えておりますが、こちらは集計表という形ではなく、生産動

態統計調査の集計表を活用した利活用情報といたしまして、ユーザーの方で前月比増減率、

前年同月比増減率を参照できるツールファイル、こちらは別紙２のイメージとなりますが、

ユーザーが、月報、調査票、品目番号、アイテムを選定することによりまして、直近の１

年分、例示は11月時点という形になっておりますが、１月の場合ですと１月単月、２月

の場合でしたら１月と２月といった形で、集計表と同様に、前年同月比、前月比も参照で

きるような集計表の利活用ツールという形で、参考情報として、新たに公表を行っていき

たいと考えております。 

 また、５年分のデータにつきましては、各年の統計表も年単位で調査票の管理が行われ

ていますが、各年の調査票の管理情報は、対象年、調査票番号、品目番号、アイテム番号

といった情報によりまして、生産動態統計調査の一意のデータを特定することができます

が、こちらの新旧対応表を集計表と併せて公表させていただく予定になっております。 

 こちらによりまして、別紙３で示させていただきましたように、前年と当年の数値、集

計表のデータを機械的に接続して御活用いただくことができる形のものを想定しておりま
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す。例えば、今回ですと、令和５年の年報を用いることによりまして、こちらは既に過去

５年の年データなどもございますので、この対応表を用いて、過去の５年データを接続し

て利用していただくことが可能という形になっております。 

 更に、特に時系列利用のニーズが高い生産、出荷、こちらは生産動態統計調査では販売

という形になりますが、在庫につきましては、別紙４に示させていただいております過去

61時点分の時系列データを接続させた時系列表を、毎月、確報の公表日の翌日に公表さ

せていただいております。こちらの61か月の時系列表を用いていただくことによりまし

て、過去５年のデータに関しまして取得していただくことが可能な形になっております。 

 あくまでも生産、販売、在庫という形でアイテムは限定されておりますが、特に利活用

ニーズの高いものに関しましては、この時系列表を継続して公表させていただくことで、

過去５年等のデータ接続の入手が利用者においても可能と考えております。 

 こちらは、参考ですけれども、今回、論点にもなっている速報の前月比増減率、前年同

月比増減率に関しまして、経済産業省及び他省庁の基幹統計調査で、年次より短い期間で

調査を実施しております動態統計調査に関しまして確認をしたところ、本調査の速報と、

商業動態統計調査については、前月比、前年同月比の増減率を集計事項としている以外、

他の統計調査については、集計事項には掲げていないというような状況でございます。 

 一方、各統計調査の公表物を確認いたしますと、伸び率、特に前年比の情報が比較的多

いと思いますけれども、公表物では伸び率を掲載している統計調査が存在しているという

ような状況でございます。以上のことから、集計事項として調査計画上で掲げるのではな

く、集計表として公表、情報提供を行っているという統計調査が圧倒的に多いという状況

でございます。 

 論点ｅに関しましての回答になります。 

 年報の公表様式に関するパブリックコメントにつきましては、既に実施を済ませており

まして、公表様式に関しての反対意見はなく、逆に、フォーマットの統一化ということに

対しての賛同の御意見を頂戴しているような状況でございます。 

 速報、確報の公表様式についても、パブリックコメントを実施いたしました。５月20

日に意見締切という形で御意見を頂いたわけでございますけれども、今回論点となってお

ります速報の前月比増減率、前年同月比増減率の公表、表章の取りやめ及び確報の13か

月（13時点）から12時点への掲載の変更につきまして、特に反対意見はございませんで

した。 

 続きまして、論点ｆに関しまして、変更様式、変更内容につきましては、今後、ホーム

ページにおいて周知する予定でございます。 

 変更するタイミングにつきまして、今回の様式の変更ですが、現在、生産動態統計調査、

令和９年調査で大規模な調査票の改正を予定しております。改正作業と極力作業が重複し

ないよう、あらかじめ統一基準、公表様式を先行して変更させていただき、令和９年の調

査票改正に向けての各種検討などを進めてまいりたいというふうに考えておりまして、令

和８年１月分速報、確報のタイミングで変更させていただきたいと考えております。 

 また、年報につきましては、先ほど事務局からの御説明もございましたように、本年６
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月の公表予定となっております令和６年年報から公表をさせていただきたいと考えており

ます。 

 今回公表させていただく年報の内容に関しましては、別紙５という形でイメージを添付

させていただいております。基本的には、実数表、リンク係数表、そして、先ほど御説明

させていただきました品目・アイテム対応表というような構成で公表させていただきたい

と考えております。 

 論点ｇになりますけれども、本調査におけます「出荷」について、資料３の８ページ目

に生産動態統計調査の調査票のイメージを付けさせていただいております。本調査におき

ましては、「出荷」という項目に関しましては、「販売」という項目と「その他の出荷」と

いう２つの項目を合わせて「出荷」という形で項目立てを行っているという形です。 

 このうち、基本的に、鉱工業指数の出荷指数の基礎情報として使われておりますのが

「販売」の数量情報で、速報に関しましては、これまでの集計表では、鉱工業指数の品目

ベースということもございまして、この出荷指数の基礎情報という形でデータを取り扱っ

ていることもあり、表章上も「出荷」というような形で集計事項に記載させていただいて

おりました。 

 今回、公表様式の見直しに伴いまして、生産動態統計調査の調査品目ベースに変更する

とともに、出荷指数に使われております「販売」という形で、実態に合わせた表現に改め

るための変更と御理解いただければと思います。 

 一方、報告を求める事項につきまして、「出荷」には、これまでと同様に「販売」と

「その他出荷」がございますが、「その他出荷」に関しましても、引き続き、調査上は調

査対象事業者に報告を求める事項ということで、こちらは従来どおり「出荷」という形で

表現させていただいております。 

 論点への回答につきましては以上となります。 

○櫨部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただ今の御説明に関しまして、御質問、御意見等をお願いしたいというふう

に思います。 

 宇南山臨時委員、どうぞ。 

○宇南山臨時委員 宇南山です。 

 本件、統一様式に直すという論点自体については、今どきはコンピュータで分析するこ

とも多いというか、特にこのような生産動態統計のような詳細なデータの場合は、既に多

くのユーザーが機械で読むのだと思いますので、今回の変更は適切なものだと思っていま

す。 

 今御説明いただいた中では、最後の論点ｇのところだけよく分からなかったのですが、

説明としては、今は総額としての「出荷」は、「販売」と「その他の出荷」に分かれてい

て、実際にはＩＩＰの出荷指数の基になるから「出荷」という名前を使いつつ、実際に公

表しているのは「販売」だったというふうに説明を受けたように理解していて、今後も出

荷を調べるというふうに私には理解できたんですが、その上で、販売を公表系列にするの

かどうかがよく分からなくて、結局、「その他の出荷」というものがどういうふうに扱わ
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れるのかを確認させてください。よろしくお願いいたします。 

○櫨部会長 では、御回答をお願いします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、今、宇南山

臨時委員から御質問いただきました点でございます。 

 先ほど事務局の方から御説明させていただいた際に、別添という形で集計事項の新旧対

照表をお示しさせていただいているかと思います。今回、速報に関しまして、これまでは

生産数量、出荷数量、在庫数量というようなものを、今後、生産数量、販売数量、在庫数

量に改めさせていただきたいという趣旨での変更内容になっております。 

 宇南山臨時委員の御指摘のとおり、従前は鉱工業指数ベースの品目の生産、出荷、在庫

というような形の数値を公表させていただいておりましたが、出荷指数の作成を行う際に

使用している生産動態統計調査の調査項目は、「出荷」という項目の中の「販売」という

項目の数値を実数データという形で御提供させていただいております。 

 このため、これまで指数ベースの表章という形で、出荷指数の基礎情報ということで

「出荷」という言葉を使わせていただいていたのですが、今回、生産動態統計調査の調査

品目ベースでのデータ公表に切り替えさせていただきたいということで、この出荷数量に

対応するものは、実際には生産動態統計調査では「販売」という項目に該当するものとい

う形になっております。このため、今後、従来、鉱工業指数の出荷数量という形で公表さ

せていただいていたものを、内容としては全く同じ内容で、販売数量という形で、生産動

態統計調査の調査項目名として公表させていただきたいと考えております。 

○櫨部会長 ありがとうございます。 

○宇南山臨時委員 すみません。宇南山です。 

 そうすると、「その他の出荷」というのは、公表されるのは間違いないんですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい。「その他の出荷」

に関しましては、これは速報時点では公表を行いませんが、確報時点では、調査項目とい

たしまして、「その他の出荷」という形で、別途、集計結果は公表させていただく予定で

ございます。 

○宇南山臨時委員 では、速報時点では完全に「販売」だけになるということ。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○宇南山臨時委員 了解しました。ありがとうございます。 

○櫨部会長 もともと「販売」だけなんですよね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 その通りです。 

○櫨部会長 ですから、名称が「出荷」と書いてあったものは、もともと「販売」なので、

「販売」という名前に直すという、そういう趣旨だということです。 

○宇南山臨時委員 了解しました。ありがとうございます。 

 速報では、もともと「出荷」という名前で「販売」を公表していて、「その他の出荷」

は公表していなかったので、言葉としても「販売」というふうにして、確報の方では、今

までどおり「販売」と「その他の出荷」で、全体としての出荷になるという立て付けで公

表するという理解でよろしいですか。 
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○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、御理解のとおり

でございます。 

○宇南山臨時委員 ありがとうございました。 

○櫨部会長 ほかに御意見、御質問がある方。 

 會田委員、どうぞ。 

○會田委員 會田です。説明どうもありがとうございました。 

 基本的には、速報、確報、年報で同じ様式にした方が、作成者の方でもミスも少なくな

るということとか、いろいろ負担軽減にもなるということで、この案件には賛成したいと

思います。 

 その上で、２つだけ質問させていただきたいのは、１つは、前年同月比とか、「ツール

ファイル」と書いてあるんですが、これは何か別の表があるということですか。それとも

エクセルのマクロみたいなものがあって、それが提供されるということなんでしょうかと

いうのが１点で、もう１つは、経済産業省のホームページとか、e-Statもそうですけれ

ども、今まで月報とか、月の確報、過去の分が載っていますよね。ああいうものもレイア

ウトを全部変更するのですか。それとも、令和８年１月以降の確報というものだけレイア

ウトが変わって、過去の分は今までのまま残すということになるのですか。その２点です。 

○櫨部会長 御回答をお願いします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、御質問につ

きまして回答させていただきたいと思います。 

 まず、前月比増減率、前年同月比増減率のツールファイルにつきまして、別紙２はイン

ターフェースイメージなのですが、別紙５を参照していただきますと、実数表、リンク係

数表という集計表がございます。こちらは年報の情報となりますが、新しい公表様式では

確報や速報におきましても同じような形で公表を予定しておりまして、こちらの各公表物

がシートとして添付されております。また、先ほどありました品目・アイテム対応表を添

付したもので、ユーザーが直接、調査票番号と品目番号、アイテムコードを入力すれば参

照できるようなものを予定しており、集計表とは別のワークシート的な形で提供させてい

ただくことを考えております。 

○會田委員 検索していくという感じですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 その通りです。例えば

公表物を参照していただき、情報を知りたい品目などを特定していただいた上で、ツール

ファイルの方で参照したい調査票、品目、アイテムを指定していただきますと、前月比、

前年同月比が表示されるような仕組みになっているというようなことでございます。 

 ２点目の過去の公表物に関しましてですけれども、こちらは、現時点で想定しておりま

すのは、新しく様式変更いたしました速報、確報に関しましては、令和８年１月以降の公

表物のみ新しい様式に変更させていただきたいというふうに考えておりますし、年報につ

きましては、今月中の公表を予定しております令和６年の年報から新しい方式、様式に変

更させていただきまして、過去に公表させていただいた様式につきましては、公表された

ままの形で残しておきたいと考えております。 
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○會田委員 ありがとうございました。 

○櫨部会長 すみません。今、私が聞き逃したと思うんですけれども、この別紙２のツー

ルというのは、動態統計調査の結果を発表するウェブのページのところにエクセルのツー

ルが付いているという、そういう理解でよろしいですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

 そういう意味では、集計表とは別に、集計表を用いた利活用の範囲の情報という形で、

集計表の利活用ファイルというような形で公表させていただきたいと考えております。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問のある方はいらっしゃいますでしょうか。 

 清水臨時委員、どうぞ。 

○清水臨時委員 私も全体として賛成の立場ではありますが、いくつかコメントを申し上

げさせていただければと思います。 

私自身も過去に統計の作成に携わっていた経験があり、その際に常に感じていたのは、

どうしても前年比の増減率や前年同月比といった指標ばかりが注目されてしまうという点

です。そうした指標を重視すること自体は理解できますが、速報値の場合は数値が後から

修正されることが多く、それに伴って前月比や前年同月比なども変化してしまいます。そ

のため、一度公表された数字が文書等として残ってしまい、後に修正が入ると、その整合

性を取るための再作業が必要になります。 

このような変更に関する問い合わせも非常に多く、また、作成側にとっても、ユーザ

ーが本来自ら再現可能な内容についてまで対応を求められることは、大きな負担となって

いました。国が統計を一元的に提供することが重要だった時代にはそれでも意義がありま

したが、現在ではツールの進化によって、利用者自身が比較的容易に再計算できる時代に

なっています。そのため、こうした作成側の負担を削減していくという方向性には、私も

強く賛同いたします。 

一方で、統計を作成・公表する立場として、定義の明確化も非常に重要です。例えば、

生産動態統計調査に基づいて鉱工業生産指数などを公表する際、これまで「出荷」の数値

を用いているとされてきたものの、実際には速報では「販売」の数字を用いていたとのご

説明がありました。これは、統計の原データとしては「販売」の情報しか提供されていな

いためであり、その意味でも、正確性を期すためには、「出荷」ではなく「販売」と明示

するのが適切であると感じました。 

私自身も今回初めて説明を受け、「出荷指数」とされていたものが実は「販売」の数値

をベースにしていたこと、そして「出荷」というのは「販売」＋「その他出荷」という構

成であることを理解しました。これまでその定義がユーザー側には必ずしも十分に共有さ

れていなかった点は、改善の余地があったかと思います。 

その上で、今回の名称変更については、定義の明確化を図るものであり、指数自体の

接続性も担保されているとのことですので、統計の時系列性や分析上の影響はなく、全く

問題ないと考えております。ただし、今後その統計を利用する方々のためにも、こうした

名称変更の背景や定義変更の経緯が、どこかで参照可能な形で明示されていると、より親
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切かと思い、その点をお願い申し上げます。 

以上、私からのコメントとなります。全体としては、全面的に賛成でございます。あ

りがとうございました。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問のある方はいらっしゃいますでしょうか。 

○小西臨時委員 小西です。 

○櫨部会長 小西臨時委員、どうぞ。 

○小西臨時委員 御説明ありがとうございました。 

量が多いので、１つずつ、ａから順番に疑問に思ったことを聞かせていただければと

思います。 

 ａの赤い枠で囲ったところが、調査票の変更とか調査方法の変更で統計法の下で調査と

して公表しますよというところで、白いところは経済産業省が利活用の利便性とか、今ま

での政策利用を考えて公表してきたことという理解で、まずはいいですか。 

○櫨部会長 どうぞ。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、御認識のとおり

です。あくまでも集計事項に掲げたもの、調査計画におきまして、集計事項という形で必

須で公表を求められているものはこの赤枠のもの、それ以外は、利活用などを踏まえた上

で公表させていただいている事項と考えております。 

○小西臨時委員 ありがとうございます。 

 13か月分公表していたところと四半期や５年分と長期で公表していたものを、シンプ

ルにするために統一し公表をやめるということだと理解しました。確認ですが、単位名は

公表し続けますか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、単位名は残す予

定でございます。 

○小西臨時委員 何を公表し続け、今回の変更で公表をやめるのかをわかりやすくしてい

ただきたいです。 

 審査メモ６ページで、「集計事項」の新旧対照表を作っていただいています。例えば、

「業種別」がなくなることでどんな影響があるかが、いまひとつ分からないです。品目別

で集計表とか便利なシステムが提供されることになって、品目で検索できることはわかっ

たのですが、「業種別」というのがなくなることが、このシステムではどう影響して、利

用者側にはどんな影響があるかを御説明いただいてもいいですか。 

○櫨部会長 御回答をお願いします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、御質問に回

答させていただきます。 

 業種別に関しましては、本来は生産動態統計調査に関しましては、109種類の調査票と

いう形で、それぞれ品目特性に合わせた形での分野の区分という形になっておりますが、

こちらの速報の集計事項として掲げさせていただいております業種別の意味合いに関しま

しては、こちらは鉱工業指数の概念に基づいておりまして、いわゆる鉱工業指数の鉄鋼業
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の採用品目という形で、例示の最初にございます銑鉄という品目を公表しています。 

 速報に関しましては、鉱工業指数の概念で集計表をこれまで提供させていただいていた

ため、鉄鋼業や化学工業といったような業種別の名称を表章していましたが、生産動態統

計調査品目に準拠した形での公表となった場合、現在の確報なども同様ですが、生産動態

統計の場合、調査票単位が１つの区分になっており、鉱工業指数から生産動態統計調査の

ベースに、公表様式を切り替えた場合、業種別というものは、指数側の方に特化した区分

情報でしたので、今回、公表様式の変更に伴いまして、こちらの業種別というものを削除

させていただくという趣旨でございます。 

 生産動態統計調査品目の調査体系の中で、業種という概念そのものが実際にはないとい

うこともございまして、実態に合わせた形での業種別の削除という考えでございます。 

○小西臨時委員 ありがとうございます。調査項目や公表内容を縮減する際は、説明をし

っかりしていただきたいです。 

 この業種は109の調査票ごとの名称というイメージでよいのですね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○小西臨時委員 鉄鋼業と、この一部分がなくなるだけなんですか。それとも、調査票ご

との集計値も出していらっしゃったんですか。すみません。見れば分かることを聞いてし

まいました。 

○田村経済産業省鉱工業動態統計室室長 いいえ、とんでもないです。 

 調査票ごとの集計値について、数量調査の調査単位が品目によって異なるケースが多い

ため、調査票ごとの合計値は、基本的には公表させていただいておりません。 

○小西臨時委員 では、変わることは、「１ 鉄工業 Iron and steel」というのが削除

されるという理解でいいですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○小西臨時委員 分かりました。利用者にとっては、見た目が変わり、慣れるまでは自分

が知りたいことにたどり着くのが大変だと思います。周知や、よく使用されている前年同

月比などは、フラグや対照表などがあるといいのかなと思ったところが１点です。これは

質問ではないです。コメントです。 

 ｂの機械判読については、生動の調査票を見たことがある人であれば、機械判読は難し

いと分かるんですけれども、実際はどういうものが機械判読可能・不可能というのを説明

していただけますか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 機械判読形式の大きな

点といたしましては、エクセルベース、あとはＣＳＶといったような形式となりますが、

いわゆるエクセル表ですと、従来、紙の公表媒体を想定しており、例えばセルの結合など

の体裁を整える処理を行いますが、この機械判読式の方で求められている条件といたしま

して、ちょうど確報のイメージが一番近いとは思いますが、いわゆるセルの結合を行わず、

１つの情報に対してレコード形式で、そのレコードの中に全て情報を特定するための情報

がオンされているものが望ましいというのが、この機械判読式の形式という前提になって

いると認識しております。 
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○小西臨時委員 ありがとうございます。最後の公表の紙をイメージして、１レコード１

様式での形にすることを機械判読可能な形にするというんですね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○小西臨時委員 ありがとうございます。だから機械判読可能にすることは、調査の中身

が変わるわけではないということですね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○小西臨時委員 すみません。ｃの「一方」のところからの部分について質問させてくだ

さい。先ほど、清水臨時委員が前年同月比を公表したら、そこだけ利用する人がいて、質

問が集中し本来のデータが使われず、現場が疲弊するとのことでしたが、私は、統計調査

は使ってもらってこそだと思うので、仮に前年同月比だけ使用されてもそれでよいと思い

ます。もし、前年同月比の利用が高いなら、公表を続けることが大事だと思います。今回

は現場負担を鑑みて、公表をやめるとのことで、その代わりに利用者が計算できるツール

を公表されるとおっしゃいました。公表は予定で、今は出ていなくて、これは今から出す

んですか。それとも、もうリリースしているんですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 こちらは様式変更に伴

いまして、令和８年１月分以降、集計表と合わせてツールも提供させていただきたいと考

えております。 

○小西臨時委員 では、これからということですね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 その通りです。 

○小西臨時委員 リンク係数は1.0000、1.0000、1.0000、1.0000と入って、これはサン

プルだから入っているけれども、これも皆さんが使われるリンク係数が逐次入っていくと

いうイメージでいいんですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 公表物として、集計表

の中にリンク係数表というものも公表させていただく予定でございまして、こちらの集計

表の結果を、ツールの別シートに添付いたしまして、そこから情報を取り込んでくる形の

ものを想定しておりますので、公表されたリンク係数がこちらの方にリンク係数情報とし

て表示されてくるというイメージでございます。 

○小西臨時委員 はい、分かりました。ありがとうございます。 

 速報のレベルで、皆さんが計算した前月比増減率とか、前年同月比増減率があるという

ことは、恐らく利用者とかメディアの方とかコンサルとかのリサーチャーにとってはすご

くありがたいことだと思うんですよね。ですので、利用者側で調べて自分で計算する必要

が出てきてしまい、時間がかかったり、手間が増えると思います。結果として、前年同月

比を主に使っていた利用者の方々が、調査そのものを使わなくなってしまう可能性もある

のではないかと感じています。また、今御説明いただいている新しいシステムがしっかり

していれば、誤った計算結果は防げると思いますが、それでも個々の利用者がバラバラに

利用、計算することで、「生産動態統計調査に基づく前年同月比増減率」が、人によって

違うというような状況が発生してしまうかもしれず、心配です。 

もちろん、調査票の複雑さなどを考えると、生産動態と商業動態を同じ土俵で比較するの



 －16－ 

は適切ではないかもしれません。ただ、商業動態統計では前年同月比を出しているので、

生産動態統計だけで出さなくなるのは、利用者目線で見ると少し不整合にも感じられます。 

商業動態統計については、皆さんにお聞きすることではないかもしれませんが、いずれは

今回のような形で前年同月比をなくしていく方向なのでしょうか？ 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 まだ商業動態側の意向

の確認をさせていただいておりませんので、商動に関しましての取扱いにつきましては、

私の方で回答しかねる形でございます。 

○小西臨時委員 では、生動のみ前年同月比などを公表しなくなるんですね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○小西臨時委員 分かりました。最低限、利用者の方が自分で計算できるようにしていた

だきたいなと思います。 

 以上です。 

○櫨部会長 すみません。少し私も。 

 これ、おっしゃるとおり、速報で急いでやっているときに、こういう品目の統合とか、

そういう問題になると、いろいろ発表者側が間違いやすいというのは、それは非常によく

分かるんですけれども、一方で、今、小西臨時委員がおっしゃったように、発表されたも

のに前年同月比があると、自分が正しく統合したということが確認できるので、それがな

くなってしまうと、前年同月比を計算したときに、この結果が正しく計算したものか、リ

ンクを間違えてしまっているか、そこが分からなくなってしまうので、今、ツールを開発

されているということなので、是非そこはきちんと分かるようにしていただきたいと思い

ます。 

 特に、この接続とか断層があるところは、前年の数字がないので、本当に正しいものと

比較しているかどうかユーザーが分からないので、そこが確認できるようなものをお願い

したいと思います。 

 すみません。横から余計なことを言いました。どうぞ続けてください。 

○小西臨時委員 私もそこは心配です。いろいろな値の前年同月比が出てきそうで、いま

まで、統計メーカーである経産省が計算した前年同月比があるので、計算せずとも正解が

入手できてきました。それがなくなるのが心配なのと、このツールは、室長の御発言によ

ると、令和８年から利用可能ですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○小西臨時委員 その間は、システムがない状態があるということですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 令和７年12月までは

現行の公表様式を踏襲させていただきますので、従来どおり、速報に関しましては、前月

比と前年同月比の増減率を公表させていただきながら、令和８年１月分から新たな公表様

式に切り替えさせていただき、それに伴いまして、この伸び率のツールも提供を開始させ

ていただきたいと考えております。 

○小西臨時委員 そこは周知を相当よくしていただきたいです。とにかく、経産省が作っ

ている前年同月比がなくなり、各自計算は、何かと問題が起きると思います。以上です。 
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○櫨部会長 すみません。今のツールの話なんですけれども、令和８年１月分が出たとき

に、いきなり新しいツールが出てきても、使い方もみんな慣れないでしょうから、できれ

ば早めに皆さんにこういうものができますというようなことや、使い方が分かるようにし

ていただきたいと思います。 

 それから、少し前に戻って恐縮なのですけれども、清水臨時委員が御質問になった販売

の話です。今後、「販売」と呼ぶのは、これが正しい名称なので正しいのですけれども、

過去、「出荷」だと思っていた人が、急に自分が使っていた系列がなくなってしまうので、

そこが清水臨時委員が御説明されたように、どこを見ればいいのかとか、どうなったのか

ということがはっきり分かるように書いていただきたい。できれば、その表の中に、前は

ここが「出荷」だったということが分かるような言葉が入っていると、「出荷（販売）」と

か、何かそういうものがあると、誤解や間違えてしまう人が少ないと思います。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 ありがとうございます。 

○櫨部会長 ほかに御意見、御質問のある方はいらっしゃいますでしょうか。 

 すみません。この件、大分長くなってきましたので…。 

○小西臨時委員 すみません。もう１件だけ。 

○櫨部会長 どうぞ、小西臨時委員。 

○小西臨時委員 これに関しては、品目と調査票、どの調査票の直下にいるかは、皆さん

ぐらいしか多分分からなくて、相当品目数が多いではないですか。それをさっきの別紙２

…。調査票番号でいけるのか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、そうです。 

○小西臨時委員 調査票番号で、それを順番に鉄鋼の1000とかから入っていって、それ

を選べば、日本語で調査票名が出る形で作るということでいいですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 その通りです。注意書

きの方に記載させていただいたように、まず調査票番号を選定いたしますと、その調査票

上にある品目が次のセルのところで選択可能になるというようなツールの仕組みを考えて

おります。 

○小西臨時委員 ありがとうございます。それがないと、多分、何が何だか絶対分からな

くなると思うので、ここがすごく使いやすいように設計していただきたいです。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 ほかに御質問のある方はいらっしゃいますか。よろしいでしょうか。 

 今いらっしゃる皆さんからいろいろと御要望が出てきましたけれども、公表様式を統一

するということについては、機械で読みやすくするということで、皆さん賛同いただいて

いると考えます。実際に発表される際に、名前が変わったり、今まであったものがなくな

るということについて、今、新しいツールで対応するというようなお話もありましたけれ

ども、そういったところで、いかに使いやすいものを作っていただくかというところがポ

イントかと思います。この辺の要望については、また答申のところで、具体的にどういう

ことを要望していくか考えたいと思います。本日のところは、従来の統計表に比べれば、

情報はもちろん少なくなってしまうわけですけれども、発表者の負担の軽減や間違いを防
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ぐ、それから機械で読みやすくするという観点から、おおむね皆さん御理解いただいたと

いうことで取りまとめをさせていただいて、残る問題については、答申ので、いろいろな

形で要望を書かせていただく方向でまとめさせていただきたいと思います。よろしいでし

ょうか。 

 それでは、今の集計方法の変更のところについては、皆さんおおむね変更については御

賛同いただいたということと、生じる問題について、ユーザーにいかに対応するかという

ところは答申の方で考えるということで、次のところに移らせていただきます。 

 それでは、次のところですけれども、審査メモの１ページ目にございます「（１）統一

基準の見直し」というところについて、事務局から審査状況の説明をお願いしたいと思い

ます。 

○川原総務省政策統括官（統計制度担当）付調査官 それでは、審査メモの１ページの

「（１）統一基準の見直し」の内容につきまして、まずは内容の全体を説明いたします。 

 本調査は、調査計画において、調査対象の範囲や報告者の選定方法、報告を求める事項

の内容などを確定させるために、調査対象品目を個別具体的に記載しております。 

 具体的な記載内容につきましては、資料１－２で経済産業省から提出された申請書類の

10ページに別表第１がございまして、その中に調査対象品目を細かく記載しております。 

 このため、調査対象品目の変更を行う場合は、ここの事項の変更に該当しますことから、

調査計画の変更申請が必要ということで、総務省への変更申請の後、統計委員会への諮

問・答申をいただいた上で、変更内容の承認を行うというのが通常の手続となっておりま

す。 

 一方で、調査対象品目等の設定の妥当性を判断する上では、一定の基準を設けた上で、

その適否を判断することが適当であるという御指摘もございまして、平成13年に当時の

統計審議会において本調査の調査計画の変更が示された際に、統一基準の内容の妥当性に

ついても併せて審議をした経緯がございます。この際の答申におきましては、統一基準の

内容を適当と整理した上で、個別の変更内容についても統一基準に沿った改正であること

から適当と整理したところでございます。 

 審査メモ（イ）のところにございますが、このような経緯がございますので、統一基準

に沿った調査計画の変更計画につきましては、原則としては、部会長、委員長に変更内容

を御相談申し上げた上で、基本的には諮問を要さない軽微な変更として取り扱ってきた経

緯がございます。 

 一方で、平成25年、平成27年に調査計画の変更に合わせて統一基準の見直しを行った

際は、統計委員会において、調査計画の変更内容に加えて統一基準の見直し内容の妥当性

についても併せて御審議いただいているという経緯がございます。 

 以上のことを踏まえまして、審査部局といたしましては、調査計画の変更が統一基準に

沿って行われているかどうかが、調査対象品目の変更を承認する際や、統計委員会への諮

問を要するかどうかを判断する上での判断基準の１つということになるものと考えており

ます。 

 （ウ）でございますが、今般、経済産業省におかれましては、昨今の製造業を取り巻く
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変化を踏まえまして、統一基準を、審査メモの２ページのところに表形式でまとめており

ますけれども、表１のとおり見直すことを計画しております。 

 具体的には、現行と変更（案）というところでございますけれども、一部の記述を削除

するものと、あとは経済統計の見直しや生産物分類の整備などがありましたので、それを

踏まえた記載の見直しを行うもの。あと、調査品目の選定基準を見直すもの、記載の明確

化を図るものなどの見直しを計画しているところでございます。 

 これにつきまして、審査部局といたしましては、統一基準は今後の本調査の調査対象品

目の見直しに当たり基準となるものであること、また、従前から変更の際は統計委員会に

おいて審議を行っていただいていることから、審査メモの３ページにございますとおり、

まず総論として、ａ、ｂというふうな論点を設けさせていただきまして、統一基準の概要

と、その基本的な考え方について確認いただきたいと考えております。 

 なお、審査メモでは、総論を確認した後に、項目別に内容を御審議いただくことを想定

しておりまして、具体的には、「１ 調査欄及び調査項目」のうちの「（１）製品欄」の内

訳項目、調査品目、あとは生産能力と設備欄及び調査票について、個別に確認をお願いし

たいと考えております。 

 なお、表１のうち、２ページのところの中ほどから少し下にございます（２）の原材料

欄と労務欄につきましては、審査部局としては特段論点立てをしておりませんが、こちら

につきましても、お気付きや疑問点があれば、併せてコメントを頂戴できればと考えてお

ります。 

 審査部局からの説明は以上でございます。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 それでは、今の総論のところについて、調査の実施者の方から御回答をお願いできれば

と思います。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、資料３に基

づきまして、田村の方から総論の論点に関しまして回答を御報告させていただきたいと思

います。 

 総論ａに関する「統一基準」の概要と平成25年に策定いたしました「統一基準見直し

に当たっての基本的考え方」の概要につきまして御説明させていただきます。まず統一基

準に関しましてです。 

 生産動態統計調査は非常に大規模な調査でございまして、以前は実施課室も４課室に分

かれて調査を実施しておりました。これがいわゆる行政改革、組織改編に基づきまして、

現在の鉱工業動態統計室で１室に取りまとめられました。 

 ただ、調査票自体は109種類で、これは先ほども御説明させていただきましたように、

各調査品目の特性に応じて分類付けされました調査票の単位ということでございます。 

 109種類、それぞれの調査品目の特性に応じた調査票設計というようなところもござい

ますが、一方で、生産動態統計という１つの統計を作成するための統計調査ということで、

やはり調査票ごとにばらばらであってはいけないと考え、統一した概念に基づきまして、

調査品目の選定や、調査事項などを設定するというような形が望ましいとの考えから策定
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を行ったものでございます。 

 平成25年の基本的な考え方につきましては、３点ございまして、１つ目が、精度の確

保と速報性を勘案し、記入者の記入負担軽減も図りながら、調査効率の向上を図るという

ところ。 

 ２点目、調査項目・品目については、新たに把握が必要なものについては拡充し、市場

規模の小さい品目等については統廃合を行う。製品欄の内訳項目については、行政ニーズ

等が高いものに限定するなど合理化を図る。 

 ３点目、調査対象数が多く調査効率が低下している調査については、対象範囲の見直し

を行うこと。 

大きく分けまして、記入者負担の軽減、速報性、精度確保、作業効率といったような

１点目の観点。２点目に関しまして、品目の採用、統廃合などの基準。３点目、こちらは、

御説明だと分かりづらいと思いますが、調査に当たって、零細企業が非常に多いような調

査品目に関しましては、原則、生産動態統計調査は全数調査が基本になっておりますが、

例えば、調査規模、従事者数によって、調査対象範囲を裾切りして調査を実施させていた

だくといった基準の検討を行うというものです。この点はどちらかというと、１点目の作

業効率、調査効率の向上を図る、精度を確保しながら作業効率を改善するというような視

点に立った整理でございまして、この３点が基本的な考えという形で、統一基準の基準の

策定を進めております。 

 ２点目の論点ｂについて、今回、統一基準を変更する趣旨、理由は何かということでご

ざいますが、製造業に関しまして、生産拠点の更なる海外展開、一部業種における競争構

造の大きな変革、あるいは、新たな製造品が生まれにくい経済構造等によりまして、非常

に鉱工業のシェアが縮小しているという状況でございます。 

 このような状況下におきまして、本調査の統一基準に関しましては、平成27年を最後

に改正が行われていない状況でございまして、この間の経済構造の変化なども踏まえた上

で、現在の鉱工業の生産活動の実態に見合った統一基準に見直す必要があるため、全面的

な見直しを今回行わせていただいた次第でございます。 

 先ほども少し御説明をさせていただきましたけれども、生産動態統計調査は令和９年の

調査以降、大規模な調査票改正を予定しております。この調査票改正に向けて、まずは統

一基準を見直しまして、こちらで妥当性を御検討・御承認いただいた上で、現在の実態に

合った新たな統一基準に準拠した形で調査票改正の策定を進めるべきであるとの考えから、

今回のようなタイミングで統一基準の変更を御提示させていただいた次第でございます。 

 説明は以上になります。 

○櫨部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただ今の御説明につきまして、御質問、御意見があれば、お願いしたいと思

います。 

 小西臨時委員、どうぞ。 

○小西臨時委員 御説明ありがとうございます。まず前提として、室長が強調されていた

「令和９年の大改革」に向けた調査票の見直しがあることを踏まえると、今回の統一基準
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の見直しは、その準備の一環として今の段階から審議・対応していく必要があるのだと理

解しています。 

皆さんは将来の調査票改正の内容を御存じなので、今回の統一基準の見直しがどれく

らい重要で、どこに影響を及ぼすのかを分かっていると思います。一方で、私たちは、ど

のような改正が予定されているのかを知らないので、今提示されている変更が現在の限ら

れた情報では妥当に見えても、実際には将来の大改正に深く関わる、重要な部分かもしれ

ないということが見えません。 

例えば、次回、次々回で調査票を改正するときに、ここは改正してもらっては困るという

部分があるのに、今回の統一基準を変更してしまったから、改正せざるを得ないというこ

とが起こるのではと懸念しています。ですので、これから個別の御説明をしていただく際

に、今言える範囲でいいので、どういう改正を想定しているかを言っていただきながら、

どういう趣旨で統一基準を見直すのかということを説明していただけるとありがたいなと

思います。 

 以上です。 

○櫨部会長 御説明をよろしくお願いします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 ありがとうございます。 

 令和９年の調査票改正について、こちらの回答案、資料３の方にも記載させていただい

ていますが、現在、109種類の調査票があり、現段階での検討状況ですと、約半数程度の

調査票の種類まで統合ができないかというような方向で検討を進めてまいりたいと考えて

おります。 

 逆に、品目に関しましては、現段階で個別具体的なものはございませんが、昨今の状況

ですと、生産拠点の減少といったような状況が非常に目立っておりまして、秘匿品目が増

えてきている傾向にございます。 

 このような調査品目、秘匿品目などの品目の統廃合といったようなところ、あとは、今

回、この後提案をさせていただきます新規の採用基準で対象範囲の基準に当たるものの部

分で、新たに調査組入れが可能な品目についての見直しを考えています。 

 説明は、各項目の回答の際に、調査票改正の関連も踏まえた形で回答をさせていただく

ようにしたいと思います。 

○小西臨時委員 ありがとうございます。調査票数が半数になることを予定していると聞

いて動揺しています。共有いただいてありがとうございます。 

○櫨部会長 清水臨時委員、どうぞ。 

○清水臨時委員 ちょうど今、私は通関データを分析しており、ＨＳコードのような分類

を時系列で追い続けなければならない研究を行っています。そうしたデータを見ていると、

商品の入れ替わりが非常に激しい分野もあれば、そうでない分野もあることが分かります。 

今回の鉱工業分野は、比較的製品の入れ替わりが少ないため、これまで大きな見直し

が行われてこなかった背景があるのではないかと考えています。 

そういう意味では、個別の細かな判断については、あまり的確な判断が難しいかもし

れません。一方で、海外依存が高まる中で、貿易が拡大し、ＨＳコードの上６桁の改訂が
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頻繁に行われるような状況では、我々もそれに対応していく必要があります。また、国内

の産業でも新たな製品の登場により分類の見直しが求められ、既存の分類を閉鎖したり、

新たな分類を追加したりする必要が出てくると思います。 

そのような意味で、今回は非常に大きな時間と労力をかけて抜本的な改正が行われる

とのことですが、逆に言えば、現場での問題意識の高まりや、実務上もはや対応できない

という限界がトリガーとなって見直しに至ったのだと思います。今後は、こうした改正を

よりオートマティックに、一定の条件が揃ったら見直しを行うといったルールを検討して

いくことも重要ではないでしょうか。そのような枠組みは、統計委員会のような上位の機

関で議論すべき事項として、検討項目に位置付けていくことが望ましいと感じました。 

また、細部にわたる議論になると、専門性の高い内容となり、統計委員会で議論する

には適さない側面も出てくるかもしれません。限られた時間の中での審議でもありますの

で、マクロ的な視点からの御説明も併せて頂けると、より理解が深まるのではないかと思

いながらお話を伺っていました。 

以上、コメントとさせていただきます。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 何か、よろしいですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 御指摘ありがとうござ

いました。まさにこちらは、非常に細かな各項目立てに関しましては、それぞれ個別の事

情、背景などがございます。御指摘をいただきましたように、マクロ的な視野を持ちまし

て説明をさせていただくような形で心がけてまいりたいと思っております。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 それでは、今、幾つかの御意見や御指摘、コメントが出てきたのですけれども、ほかに

御意見はよろしいですか。 

○會田委員 よろしいですか。 

○櫨部会長 どうぞ。 

○會田委員 會田です。将来のことを聞いてもあれなんですけれども、「令和９年の大改

革」という言葉が独り歩きしているようなのですけれども、令和９年の大改革は当然諮問

されますよね。統一基準に従っているから諮問しなくて軽微案件でやるということはない

ですよね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい。 

○會田委員 はい、分かりました。 

○櫨部会長 ほかに御意見、コメントのある方はいらっしゃいますか。よろしいでしょう

か。 

 それでは、今の総論的なことで幾つかコメントや御質問がございました。統一基準の見

直しの基本的な考え方を３つお示しいただいたと思うんですけれども、精度の確保とか、

このようなものについては、特に御異論はなくて、具体的にこれに基づいて修正したもの

が次のページにありますので、こちらについては具体的にお話を伺っていきたいと思いま

す。 
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 それでは、次の審査メモの４ページ目、調査品目という個別の話に入っていきたいと思

います。 

 まず、事務局の方から御説明をお願いします。 

○川原総務省政策統括官（統計制度担当）付調査官 それでは、統一基準の記載内容、個

別に御確認いただきたいということで論点を設定しておりますので、順次、説明をさせて

いただきます。 

 まず、審査メモの３ページの「（１）製品欄」のうち「②『内訳項目』について」でご

ざいます。 

 本調査の調査事項は、調査品目別の生産、受入、消費、出荷、在庫の５項目を基本とし

ておりますけれども、これに加えて、内訳項目として、生産、消費、出荷、販売について、

その内訳を把握する調査事項を設定してございます。 

 現行の統一基準では、生産内訳、消費内訳及び出荷内訳は、原則として行政ニーズが高

いものとするということとしておりまして、更に、ただし書として、このうち調査品目や

項目が詳細又は多岐にわたっているものについては、一般統計調査への移行について検討

する。 

 また、「受入」については、海外からの受入れが多い品目について、国内と国外に分け

ることを原則とする旨を規定してございます。 

 今回の変更内容ですけれども、ただ今申し上げた内容のうち、ただし書以降の部分を削

除するということを計画してございます。 

 詳細につきましては、審査メモ、２ページの表１を御覧いただければと思います。 

 なお、今回削除となる部分のうち、「受入」について、国内と国外に分けた経緯につい

て補足しますと、平成22年の変更申請に係る諮問の際に、複写機について販売数量に占

める国内生産の割合を把握するために、国内、国外の内訳が追加されております。 

 これに関連しまして、海外からの受入れが多い品目についても同様に把握することが検

討課題とされた経緯がございまして、これを受けて平成25年の統一基準見直しの際に当

該項目が設定されたところです。 

 これについて、審査部局といたしましては、審査メモ、３ページ、ａからｃにございま

すとおり、過去の経緯を踏まえつつ、今回記述を削除する理由は、それにかかる行政ニー

ズの把握方法、今後、内訳項目を把握するに当たって、どのような観点から検討を行って

いくのかについて確認する必要があると考えております。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 それでは、調査実施者の方から御回答をお願いいたします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、資料３に基

づきまして、論点についての回答を御説明させていただきたいと思います。 

 まず、論点ａでございます。記述の削除の理由と、ニーズ等に関しましての回答という

形になります。 

 統一基準の後段、ただし書につきましては、「ある品目について内訳項目を詳細化させ
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調査負担が増え過ぎた場合、その品目の調査は本調査から独立させ、一般統計調査として

再編することを想定しているもの」という形で、このただし書を設定させていただいてお

ります。 

 しかし、こちらは、昨年度実施いたしました調査研究事業で、省内の産業所管の各課、

所管原課と言われるものですが、こちらの関係組織のヒアリングを行いました結果でも、

生産動態統計調査の一部を切り出し、一般統計調査として原課で実施することに関しまし

ては、調査実施のためのリソースの制限等から現実的ではなく、事実上このような対応は

できないというような御意見などを頂きました。 

 このようなことを受け、また、受入を国内と国外に分けることにつきましては、利用者、

こちらは省内の所管原課及び業界団体へのアンケートにおきまして、全ての原課、業界団

体からも国内、国外の区分が必要であるというような回答は頂けず、利用されていないの

が実態であると判断をさせていただきまして、今回、見直しといたしまして、後段のただ

し書を削除させていただくという提示をさせていただいています。 

 次に論点ｂについて、国内、国外の受入の調査ですが、現在の調査票上では、「民生用

電気機械器具月報」と「楽器月報」、109種類のうちこの２種類の調査票のみ、「受入」に

関しましては、国内と国外というような枠での調査を実施している状況でございます。 

 論点ｃに関しまして、生産動態統計調査の目的は、鉱工業に関する施策の基礎情報、基

礎資料を得ることとなっており、行政ニーズが主体になってくるという前提になっており

ます。 

 行政ニーズにつきましては、ヒアリングやアンケートなどを実施いたしまして、情報収

集を行うことを想定しております。 

 情報収集先としましては、省内の所管原課、こちらで実際には行政ニーズそのもののニ

ーズに関する聞き取りという形。それと併せまして、業界団体、こちらは論点にもござい

ますように、行政ニーズ以外、いわゆる民間における利用状況、あとは業界としてどのよ

うなニーズがあるかというようなところを想定いたしまして、このような対象先に対して

ヒアリングやアンケートを実施させていただくことにより、ニーズを収集することを想定

しております。 

 統計利用者のニーズにつきまして、これは一般利用者、そのほか研究者の方を含めた統

計の利用者を想定していますが、こちらは機会を設けるというよりは、ふだんの広聴メー

ル、問合せメール、電話連絡などの窓口が用意されておりまして、こちらに寄せられた意

見なども踏まえて、見直しの検討を実施しているという形でございます。このように行政

ニーズ以外も含めて検討をさせていただいている状況でございます。 

 回答は以上になります。 

○櫨部会長 御説明ありがとうございました。 

 それでは、以上の御説明について、御質問、御意見があればお願いしたいと思います。 

 小西臨時委員、どうぞ。 

○小西臨時委員 国内と国外に分けることを原則とするということを統一基準から削除し

た場合に、この楽器月報と、民生用機械の月報から調査項目としてなくなるということで
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すか。それとも、調査項目として、ここの２月報だけは続くけれども、ほかの月報につい

て、国内、国外を分けることは、もう今後はないということでしょうか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 現段階の検討におきま

しては、アンケートやヒアリングの実施の状況を踏まえますと、「受入」という調査項目

に変更してまいりたいという方向で検討を進めさせていただいております。ですので、民

生用電気機械、楽器月報の調査項目の変更も含めた検討という形で考えております。 

 確定ではございませんが、現在把握している情報の段階では、やはり「受入」という形

で一本化という方向で検討を進めてまいりたいと考えております。 

○櫨部会長 ありがとうございます。 

○小西臨時委員 すみません。「受入」が一本化されたら、どうなるのですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 国内と国外からの受入

分が「受入」という一括の調査項目という形になります。 

○小西臨時委員 自身の事業所で製造した製品以外の受入れ分の国内、国外分がどれくら

いあるかをなくし、受入れ自体は残るということですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 その通りです。 

○小西臨時委員 分かりました。 

 現在、受入において国内、国外と明示的に識別できるのが、民生用電気機械と楽器月報

ということですか。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい、その通りです。 

○小西臨時委員 今は要らないから無くすというのは、大きなことだと思うんです。受入

れにおいて、国内分と国外分を調べるというのは、調査項目になったときに、そのときに

政策で必須だったからです。本当は他の調査票でも分けた方がいいかもしれないです。そ

の当時から今までの政策で必要だったわけです。例えば民生用機械に関しては、家電量販

店に売られているような、普通に私たちが家電製品だと思うものが品目です。国の製造業

の大きな付加価値を得る部分、大事な分野だと当時思っていたからこそ、そこの部分、製

品、普通の中間生成物なり部品なりを、どれだけ国内の事業者から受け入れているか、海

外の事業者、企業から受け入れているかというものを分けることによって、輸出、輸入、

貿易の全体も知りたいという意図で入っていると思うんです。 

 現場の人たちにヒアリングとのことですが、特に反応がないことをもって、反対がなか

ったということで多分進められていると思います。でも、何十年か前にこれを入れられた

当時は経済産業省にとってはとても政策上大事だったと思うので、そこはヒアリングだけ

を基にしていいのかなという懸念があります。最近は、インバウンドが増えてきて、また

家電の市場も需要も高まっています。統一基準のこの一文を落とすだけで、今後国内、国

外が見えなくなっていいのかは議論が必要だと思います。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 ありがとうございます。

こちらの受入の調査項目の見直しに関しましては、来年、令和９年の調査票改正という形

で、改めて御審議をいただく形になってくるかと思います。このような御指摘をいただい

た部分も踏まえまして、調査票改正案の検討を進めてまいりたいと思っております。 
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○櫨部会長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問のある方はいらっしゃるでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、今、令和９年でしたか、次回の改正のときに、ここはどうなるのかという質

問があったと思うんですけれども、それはまたそのときに改正案を審議させていただくと

いうことでよろしいですね。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 はい。 

○櫨部会長 では、そういうことで、このところは、ここの文章を落とすこと自体は、い

ろいろな懸念は出てきたのですけれども、強い反対はなかったということで、ただ、いろ

いろ昔、入れたことについて、なくなって大丈夫かという心配もあるということなので、

次回の調査票の変更の時点で、またしっかりと審議をさせていただくということで、ここ

は取りまとめたいと思います。 

 それでは、もう時間が僅かなのですけれども、次の生産能力と設備のところについて、

審議部分の事務局の説明と御回答だけお願いして、意見と質問は次回の部会にさせていた

だきたいと思います。 

 すみません。少し時間がぎりぎりで申し訳ないんですけれども、まずは審査メモの説明

をお願いできますでしょうか。 

○川原総務省政策統括官（統計制度担当）付調査官 ４ページを御覧いただければと思い

ます。「（４）生産能力・設備欄について」でございます。 

 本調査においては、生産能力・設備欄について、生産能力指数等を作成するため、調査

対象品目の月間生産能力を把握することを目的として設定されております。 

 今回、経済産業省は、後段のなお書き部分のところ、「調査の可能性等の検討を行った

上で業種の拡充を図ること」、「調査単位の実態を表す単位の採用をすること」の２点の記

述を削除することを計画しております。 

 これにつきましてですが、論点ａ、ｂを設定してございますとおり、業種の拡充を図る

方向性を見直すことについて、その理由や必要性を確認するとともに、調査単位の実態を

表す単位を採用することについての記述の削除についても、その具体的な内容を確認した

上で削除する理由について確認する必要があると考えております。 

 事務局からの説明は以上になります。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 それでは、調査実施者の方から回答をお願いいたします。 

○田村経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室長 それでは、論点に関し

ましての回答を説明させていただきたいと思います。 

 まず、論点ａ、統一基準上の記述の削除に関しましてです。 

 こちらは、以前となりますが、令和３年度に実施いたしました調査研究事業におきまし

て、生産能力・設備欄の廃止について具体的に検討を実施させていただいた経緯がござい

ます。 

 その際、日本銀行を始めといたします調査機関などの統計ユーザーのヒアリングを行い

ましたところ、やはり鉱工業指数における能力指数、稼働率の作成といったところで強い
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ニーズがあることは確認させていただいている次第でございます。 

 更に昨年度の調査研究事業で、ニーズ調査として、アンケート、ヒアリングをさせてい

ただきましたところ、原課のみならず、業界団体も、生産能力や設備等の情報を利用され

ているという現状が確認されまして、生産能力・設備欄について、引き続き調査を継続さ

せていただくこととしております。 

 ただし、その一方で、機械関係を中心といたしまして、プロダクトミックスの進展によ

りまして、品目別の生産能力を的確に把握することが非常に困難になってきているという

状況でございます。 

 このような状況を踏まえまして、今回、調査の可能性等の検討を行った上で、業種の拡

充を図ること、調査単位の実態を表す単位の採用をすることの２点の記述を削除させてい

ただくという形にさせていただきました。 

 例えば、現在、四輪自動車という調査品目がございます。こちらは乗用車も含めた自動

車の場合ですが、現在は需要の状況に応じまして、同じ生産ラインで複数の車種、これは

乗用車だけではなくて、場合によってはトラックまで同じラインで生産されているという

状況です。 

 これはそれぞれの車種によりまして、組立てのスピードも異なりますし、部品点数など

も異なり、工程も変わってくるという形になっていまして、四輪自動車の適切な生産能力

を正確に把握するということが非常に困難になってきているという実態などがございまし

て、現在以上に更に範囲を拡充するといったことが非常に困難になってきているという実

態を踏まえての記述の削除という形でございます。 

 論点ｂの生産能力・設備について回答を求めている調査対象品目は何かというところで

すが、こちらは、生産能力に関する調査といたしましては、大きく３種類の調査における

着眼点がございます。 

 １つが、いわゆる銑鉄やエチレン等、従来の重化学工業といわれるようなものなのです

が、プラントなどで設備能力、もう既に設備の方で考証能力が公表されているような設備

によって生産されるような品目で、設備能力で捉えているもの。 

 もう１つは、設備台数という形、これは織物や段ボールシートといった品目で、生産工

程に必要不可欠な設備機械の台数をもって生産能力の把握を行っているケース。 

 最後、算定式による生産能力という形ですが、こちらは、先ほどの自動車の場合がまさ

に典型的ですが、ラインの稼働日数や労働投入量などから、いわゆる生産能力を評価する

算式を設定いたしまして、その算式に基づいて生産能力を報告いただくといったようなケ

ース、これは四輪自動車やエアコンなど特に機械関係です。組立て型の産業などですと、

このような算定式による生産能力の把握というケースが多くなっております。これら調査

品目としましては、179品目を対象という形で調査を実施させていただいております。 

 回答は以上になります。 

○櫨部会長 どうもありがとうございました。 

 すみません。審議を進めようと思いまして、少し順番を入れ変えてしまいまして申し訳

ございませんでした。 
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 ちょうど予定していた時刻になってしまいましたので、今日は予定したところまでは進

まなかったのですけれども、今日の審議はこれまでということにさせていただきたいと思

います。また次回も引き続き審議を進めていきたいと思います。 

 審議は以上でございますけれども、今日の部会での審議の模様につきましては、６月の

統計委員会におきまして、私の方から報告をさせていただきたいと思います。 

 それでは、事務局から御連絡をお願いいたします。 

○中村総務省政策統括官（統計制度担当）付副統計審査官 次回の部会は、６月19日木

曜日、13時から開催いたします。次回も会場とウェブの併用を予定しております。 

 なお、本日の部会審議の内容につきまして、追加の御質問やお気付きの点等ございまし

たら、６月６日、今週金曜日の15時までに、メールにより事務局まで御連絡をお願いい

たします。 

 最後に、本日の部会の議事録につきましては、事務局で作成次第、メールにて照会させ

ていただきますので、こちらにつきましても御確認をよろしくお願いいたします。 

 事務局からは以上です。 

○櫨部会長 ありがとうございました。 

 以上をもちまして、本日の部会は終了といたします。次回の部会審議もよろしくお願い

いたします。本日はどうもありがとうございました。 

 

 

 


